
南越前町水道事業経営戦略 概要版 

1  経営の基本理念 

水道事業経営戦略では、「未来へ引き継ぐ水道」を基本理念と

し、【安全】【強靭】【持続】の３つの基本方針を掲げます。 

【安全】としては、適正な管理を継続することにより「いつでも美味

しい水道」を安定供給します。【強靭】としては、耐震化と備蓄体制

の強化により「災害に強い水道」・「迅速な復旧活動による供給」を

目指します。【持続】としては、事業の効率化を推進するとともに、財

源の安定確保により、「持続可能な事業運営」の実現に努めます。 

 

2  経営指標による評価・分析 

経営および施設の状況を表す経営指標を用いて、本町水道事業の現状での経営分析を行いました。 

 

3  将来の事業環境 

（１） 給水人口の見通し 

本町の給水人口については、令和 6年度の 9,213人から、令和 12年度には 7,986 人、令和 17年度には 7,272 人

となります。 

 

（２） 配水量及び有収水量の見通し 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

行政区域内人口 9,380 9,210 8,920 8,720 8,520 8,320 8,118 7,971 7,824 7,677 7,530 7,383

給水人口 9,213 9,048 8,766 8,571 8,377 8,182 7,986 7,843 7,701 7,558 7,415 7,272

普及率 98.22 98.25 98.27 98.30 98.32 98.35 98.37 98.40 98.42 98.45 98.47 98.50
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基本理念 未来へ引き継ぐ水道 

基本方針 

安全 いつでも美味しい水道 

強靭 

災害に強い水道 

迅速な復旧活動による供給 

持続 持続可能な水道事業の運営 

本町の経常収支比率は一般会計からの繰入金により概ね 100％前後で推移しており、決算上は健全な財務状況を維

持しています。しかしながら、令和 6年度の料金回収率はは 47.66％となり類似団体（約 81％台）を下回っています。こ

れは、人口減少に伴う給水収益の減少に加え、施設維持管理費などの費用が増加していることが主な要因と考えられます。 

給水原価も令和６年度は 375.07 円／㎥となり、類似団体（240.31 円/㎥）を大幅に上回っており、費用構造の改

善が急務となっています。 

有収率は 77～78％台と類似団体よりやや高い水準を維持している一方、有形固定資産減価償却率は 60.37％と類

似団体（52.30％）を上回っており、施設の老朽化が進行しています。今後、更新・改修に係る費用負担の増加が見込ま

れることから、計画的な資産管理と更新投資の検討が重要となります。 

本町ではこれまで、経営改善に取り組んでまいりましたが、依然として厳しい状況が続いており、将来にわたって安全な水を

安定的にお届けできる事業体制を構築するため、本経営戦略及び水道ビジョンに基づき、収入確保のための料金改定の検

討、設備や管路の計画的な更新、不要施設の廃止による効率化が急務である状況です。 



本町の配水量及び有収水量は減少傾向で推移する見込みです。一方で、有収率は令和 12年度で 80.00％、令和

17年度で 81.00％となる目標です。

 

（３） 給水収益の見通し 

本町の給水収益の令和 8年度以降の見通しについては、令和 6年度の供給単価（178.8 円/㎡）に有収水量を乗

じて計算しています。そのため、有収水量が減少傾向であることから、給水収益も同様に減少傾向となる見込みです。 

 

4  投資・財政計画 

（１） 当期純利益、基準外繰入金 

当期純利益は基準外繰入金を含めば概ね均衡を維持できる見通しですが、基準外を除くと令和６年度の約△150,817

千円から令和 17年度には△320,711 千円程度まで赤字が拡大する可能性があります。今後、施設更新・耐震化事業の

本格化に伴い基準外繰入金への依存度がさらに高まることが懸念されるため、経営基盤の強化に取り組む必要があります。

 

（２） 内部留保資金 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

配水量 1,289 1,260 1,215 1,183 1,150 1,118 1,087 1,065 1,043 1,021 999 977

有収水量 1,003 985 954 933 912 891 869 854 838 823 807 792

有収率 77.80 78.17 78.53 78.90 79.27 79.63 80.00 80.20 80.40 80.60 80.80 81.00
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

給水収益 179,292 172,098 170,623 166,827 163,051 159,256 155,441 152,657 149,894 147,110 144,327 141,543
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

当期純利益（左軸） 1,089 2,304 2,604 2,622 1,906 1,953 1,885 2,036 2,099 2,428 2,409 2,024

当期純利益(右軸)

(基準外を除く)
△ 150,817 △ 140,696 △ 143,253 △ 183,904 △ 207,849 △ 219,823 △ 243,931 △ 256,991 △ 271,893 △ 287,026 △ 303,015 △ 320,711

基準外繰入金(右軸) 151,906 143,000 153,430 195,375 220,212 232,544 257,898 271,322 286,791 302,788 319,261 337,340
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内部留保資金は基準外繰入金を含めると令和 17年度に 651,890 千円まで増加する見通しですが、基準外繰入金を

除くと令和 8年度にはマイナスに転じ、△2,138,766千円まで拡大する可能性があります。実質的な経営体力は年々低下

しており、施設更新等に伴う資金需要の増大も見込まれることから、収支改善に積極的に取り組む必要があります。 

 

（３） 料金収入及び料金回収率 

料金収入は令和 17年度に 141,543 千円まで減少し、料金回収率も 29.13%程度まで低下する見通しです。現行

料金水準では費用回収が一層困難となり、一般会計繰入金への依存度増大が懸念されることから、経費削減に加え料金

水準の見直しを含めた収入確保策の検討が必要です。 

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

内部留保資金 200,294 205,175 281,395 318,576 354,029 393,923 438,021 483,474 516,402 556,882 602,307 651,890

内部留保資金

（基準外を除く）
55,635 △ 125,119 △ 194,756 △ 344,100 △ 518,403 △ 700,285 △ 902,002 △ 1,115,577 △ 1,356,640 △ 1,605,615 △ 1,865,613 △ 2,138,766
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

料金収入 179,292 172,098 170,623 166,827 163,051 159,256 155,441 152,657 149,894 147,110 144,327 141,543

料金回収率 47.66 48.27 49.73 44.88 41.46 39.70 36.79 35.31 33.72 32.19 30.68 29.13
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5  経営基盤の強化に向けた今後の取り組み 

（１） 水道施設に関する事項 

水質管理の継続と計画的な施設維持により、安全で安心できる美味しい水の安定供給体制を構築します。また、水道施

設の耐震化と備蓄体制の充実により、災害時においても迅速に給水を継続できる強靭な水道システムの整備を進めます。さ

らに、経営の効率化と中長期的な視点にたった経営基盤の強化により、持続可能な健全経営に取り組みます。 

（２） 水道料金水準の見直しとその影響について 

水道料金水準については、本来であれば料金回収率として 100％が望ましい姿ですが、ここでは給水原価となる各数値を

適切に捉えるとともに、町民生活への影響も踏まえ、今後の事業経営に必要となる料金水準について複数パターンを検討しま

す。 

（３） 住民からの理解に関する事項 

本町の水道事業に関して住民理解が得られるように、町のホームページや広報誌等を活用し、予算、決算、経営状況分

析等の情報を公開し、財政状況の透明化を図ります。 

6 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

本経営戦略は令和 8年度から令和 17年度までの 10年間を計画

期間としております。 

この期間中、毎年度の進捗管理を踏まえ、目標値と実績値の比較分

析を確実に実施するために、PDCA サイクルに基づき、中期計画の策定

（Plan）、事業成果の整理（Do）、達成状況の確認、情報の収集

（Check）、事業への反映（Action）を行い、フォローアップしていきま

す。PDCA サイクルを実施することにより、今後の事業を取り巻く環境の

変化や住民のニーズに適切に対応できるよう、健全な事業運営を行って

いきます。 

このうち達成度の評価および改善については、モニタリング及びローリン

グにより実施します。 

 

7 経営改善に向けたロードマップ 

本町は、目標達成に向けたロードマップを作成しました。令和 8年度から令和 17年度までの 10年間において、実績検

証や経営戦略の見直し、料金改定の検討などの取組を段階的に実施し、持続可能な事業運営を目指していきます。 

 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

本経営戦略           

実績検証 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

経営戦略の見直し     ●     ● 

アセットマネジメント計画     ●     ● 

料金審議会 ●     ●     

料金改定の検討 ●     ●     

 


